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適正化等に関する法律」（昭和 23 年法律第 122 号、以下「風営法」）の改正と、受動喫煙防止対





























風俗行政研究会」（2014 年 7 月 30 日開催）では関連団体からも同様な主張があった 4）。
　このように、オリンピックに向けた観光資源としてナイト・エンターテインメントを拡充す
る目的で風営法は改正された側面が大きい。その後、2016 年 12 月に「特定複合観光施設区域














的がある 5）。IOC と WHO が健康的な生活習慣を奨励するために「タバコのないオリンピック・




























2004 年夏季 アテネ（ギリシャ） 2000 年施行（法）
2006 年冬季 トリノ（イタリア） 2005 年施行（法）
2008 年夏季 北京（中国） 2008 年施行（市条例）
2010 年冬季 バンクーバー（カナダ） 2008 年施行（州法）
2012 年夏季 ロンドン（イギリス） 2007 年施行（法）
2014 年冬季 ソチ（ロシア） 2013 年施行（法）
2016 年夏季 リオデジャネイロ（ブラジル） 2009 年施行（州法）
2018 年冬季 平昌（韓国） 2015 年施行（法）












て 2 割を切り、非喫煙者は 78.3％となった 8）。また喫煙者を、性・年齢階級別に 2001 年と比較
 6）	2017 年 9 月、東京都は屋内原則禁煙とする条例案を提出し、2019 年夏までの嗜好を目指していること
が発表された。一方で、その後 11 月には、前述したように、店舗面積が 150㎡以下の飲食店での喫煙
を認める健康増進法の改正妥協案で調整されていることが明らかとなっている。








































 9）	例外的に女性の「50 ～ 69 歳」では、2001 年より 2013 年にかけて喫煙者が増加し、2016 年に減少す
る傾向を示している。




























































図 3　タバコの煙に対する感じ方（2017 年 3 月『朝日新聞デジタル』アンケートによる）
　たとえば、『朝日新聞デジタル』のアンケート「たばこの煙」（2017 年 3 月）では、「たばこ
13）	2003 年 10 月号『ユリイカ』の「煙草異論」特集をはじめ、小谷野敦・斎藤貴男・栗原裕一郎『禁煙フ
ァシズムと戦う』（2005）、小谷野敦『禁煙ファシズムと断固戦う！』（2009）など。
























































































































































































　喫煙における問題では、2017 年 5 月に結成された全国組織「近隣住宅受動喫煙被害者の会」
の事例が挙げられる。2017年 8月 20日付『毎日新聞』「ベランダ喫煙：煙たいよ！「ホタル族」











































































　このエリアに 2016 年に移転したのが、DJ	Mag による「Top	100	Clubs」で世界第 4 位にラン























年から「公共の場所」における午後 10 時 30 分から午前 7 時までの飲酒が禁止され、コンビニ





















政府の電話調査（回答者 1145 名）によれば、飲酒規制に関して 81％が支持したという。ただ、
同法が生活習慣に影響を及ぼすとは考えていないと回答した人も 82％あり、自分とは無関係と
考える層が多かったと考えられる。一方、シンガポール最大の新聞である『ストレーツ・タイ









る過当競争も生じており、2015 年 3 月には、ライフスタイルとエンターテイメントグループで
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